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１．「 チェックリスト」作成の目的

⚫ 新型コロナウイルス感染症の影響により、自立相談支援機関

における相談件数の急増や、相談者層の多様化、課題の複合

化等に伴い、多くの自治体が生活困窮者自立支援法の理念に

基づく本来の支援業務の遂行に負担や困難さを抱える状況に

直面しました。

⚫ コロナ禍で生じた新たな課題に対応し、今後も長期にわたり

向き合っていくためには、「人が人を支える」という原点に

立ち、法の理念に基づく支援の実践が可能となるような体制

づくりについて検討することが必要です。

⚫ そこで、本調査研究では、自立相談支援事業等における支援

員の配置状況や業務量等についてタイムスタディ調査を含む

アンケート調査を行いました（調査結果の詳細については報

告書本編をご参照ください）。

この調査結果に基づき、実態としての

支援員１人あたりの相談対応件数 について分析・整理

を試みたところです。

は じ め に

⚫ 自立相談支援機関においては、人口規模や運営形態、併設す

る施設・事業、関係機関・社会資源等との連携状況、その他

さまざまな地域特性により、必要な職員数や相談対応件数、

組織運営のあり方が大きく異なります。そのため、実態調査

に基づく「支援員１人あたりの相談対応件数」は、 必ずしも

各地の共通した指標を反映するものではありません。

⚫ しかし、これをひとつの参考にして、それぞれの地域で現状

の支援体制を振り返り、中長期的な視点をもってより良くし

ていくためにはどのように取り組んだらよいのか、具体的な

検討を進めるために役立てていただけるよう、本チェックリ

ストをとりまとめました。

⚫ 円滑な体制づくりを行うためには、現場の相談支援の状況を

よく知る自立相談支援機関と、実際に配置人員について予算

編成を行う自治体の双方で、「どのような支援体制を組むこ

とが効果的なのか」を定期的に話し合う機会を設けることが

大切です。

このチェックリストは、その対話のきっかけに活用していただけたらと思います。
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２．本「チェックリスト」の活用方法
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こんなときにご活用ください。

３．本「チェックリスト」の構成

支援員１人あたりの相談対応件数についてⅠ

実態に基づく「主担当ケース数」Ⅱ

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？
と思った時の振り返りチェックリスト

Ⅲ
1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？
と思った時の振り返りチェックリスト

Ⅳ

円滑な体制づくりに向けた支援員の役割分担のヒントV

●支援員１人あたりの相談対応件数＝「主担当ケース数」
の考え方やチェックリストの流れを紹介しています。

●実態調査から導かれた「主担当ケース数」と比較方法
などを紹介。比較結果に応じてⅢまたはⅣへ進みます。

●各種手引きや研修資料等から、各支援員の役割について
整理しています。検討のヒントに併せてご確認ください。

⚫ 委託先から「人が足りない」と言わ

れるけど、〇件の対応に平均〇人く

らい必要など目安がわからない

⚫ 支援体制の見直しや改善のため、全

国的な人員配置の実態などから比較

分析できる参考情報がほしい など

自治体の視点

⚫ コロナの影響を受け相談が増えたが

「１人あたりの業務量や対応件数」

が過大となっていないだろうか

⚫ スタッフの労務管理も配慮しながら

支援の質を向上させる方策を検討し

たい など

自立相談支援機関の視点全国自立相談支援機関における

支援員１人あたりの相談対応件数

について整理しています（ｐ3～）

➡ 実態との比較を通じて自立相談支援機

関と自治体の双方により現状の支援体

制を振り返るきっかけとして活用。

➡ 比較結果に応じた今後の支援体制の検

討に向けたチェックポイントを紹介。



１．支援員１人あたりの相談対応件数＝「主担当ケース数」で示しています。

⚫ 支援員１人あたりの相談対応件数といった場合、現在最も身近な指標は「生

活困窮者自立支援統計システム」(以下「統計システム」)で把握されている、

新規相談受付件数やプラン策定件数などが考えられます。

⚫ 一方で、今回、調査研究において全国の自立相談支援機関を対象に行ったタ

イムスタディ調査等の結果からは、インテーク～スクリーニング～プラン策

定に至るまでの間にも、各支援員が抱えるケースがあり、そこに対しても多

くの時間が割かれていることがわかりました。

⚫ 入口である新規相談件数や、プラン策定件数等の数字で示されてきた間の業

務が相当数あることが想定されます。

⚫ このため、本チェックリストでは、入口での相談を受け止めるところから

最終的に支援プロセスの中で支援を行う一連の相談対応という捉え方で、

1人あたりの対応件数を「主担当ケース数」により計ることとしました。

職員1人当たり1日平均業務時間

「1-1相談者に関わる業務」の内訳
３．その他
不明

6.4
66.1

63.3
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275.4

531.9
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全体

（分）

１-１ 相談者に関わる業務

１-２ 相談者に直接関わらない業務

２．自立相談支援事業以外の他事業等

との兼務業務

３．その他

不明

a.インテーク～初期相

談に関する業務, 92.0

分, 33.4%

b.スクリーニング後、支

援継続者に関する業

務 , 78.5分, 28.5%

c.プラン策定した利用

者に関する業務, 105.0

分, 38.1%

【図表】 相談支援プロセスに沿った業務のイメージ

【図表】 支援区分別・職員１人あたりの平均業務時間 【図表】 主担当ケース数の内訳（タイムスタディ調査にご協力いただいた1,406人）

件数 ％ 件数 ％

0件 352 25.0% 254 18.1% 0件

10件未満 489 34.8% 605 43.0% 10件未満

10件以上20件未満 220 15.6% 258 18.3% 10件以上20件未満

20件以上30件未満 109 7.8% 113 8.0% 20件以上30件未満

30件以上40件未満 52 3.7% 53 3.8% 30件以上40件未満

40件以上50件未満 40 2.8% 22 1.6% 40件以上50件未満

50件以上60件未満 17 1.2% 13 0.9% 50件以上60件未満

60件以上70件未満 12 0.9% 5 0.4% 60件以上70件未満

70件以上80件未満 12 0.9% 6 0.4% 70件以上80件未満

80件以上90件未満 3 0.2% 1 0.1% 80件以上90件未満

90件以上100件未満 11 0.8% 4 0.3% 90件以上100件未満

100件以上120件未満 8 0.6% 6 0.4% 100件以上120件未満

120件以上150件未満 8 0.6% 4 0.3% 120件以上150件未満

150件以上200件未満 7 0.5% 4 0.3% 150件以上200件未満

200件以上 10 0.7% 3 0.2% 200件以上

無回答 56 4.0% 55 3.9% 無回答

1406 100.0% 1406 100.0%

平均 15.8 件 12.1 件

中央値 5.0 件 6.0 件

合計

プラン策定後の
ケース

プラン策定前の
ケース

プラン策定後の
ケース

プラン策定前の
ケース

25.0%
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4.0%
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18.1%
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0.9%

0.4%

0.4%

0.1%

0.3%
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0.3%

0.3%
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Ⅰ 支援員１人あたりの相談対応件数について



⚫ また、KPI等で用いられる指標項目（新規相談受付件数やプラン件

数）と異なるため、あくまで自立相談支援機関における現場感覚の目

安値となることにご留意ください。このため、本チェックリストは、

まずは①自立相談支援機関の職場内においてチェックしていただき、

その結果を踏まえ、②自治体が、体制づくりの課題や今後の改善方策

等について、自立相談支援機関と協働により検討する、というプロセ

スを想定しています。

4

２．本チェックリストで示す「主担当ケース数」とは？

⚫ 本チェックリストで示す「主担当ケース数」の概念は、概ね以下のとおりです。

ケース数は、ある「時点」において支援員が抱えている件数（一定の「期間」ではありません）です。

※調査では令和４年9月1日現在データにより集計分析

➢ 新規相談で受け止めたケース （ 情報提供や相談対応のみで終了したものは含まれないイメージ ）

➢ 自立相談支援機関で対応するかどうか検討中のケース （ スクリーニング前 ）

➢ 他の制度や機関で対応が可能と判断して、つなぐケース

➢ 自立相談支援機関での支援が必要なケースと判断しプラン策定に向けて関わっているケース

➢ 支援調整会議を経てプラン策定・支援決定した後に継続的に関わっているケース

➢ 終結後も一定期間、見守り等の関わりを行っているケース

➡詳しくは次頁参照

⚫ 「自立相談支援事業等における支援体制の実態把握に関する調査研究

事業」による実態調査に基づいて算出した件数です。各自立相談支援

機関の規模や運営形態、任意事業等の実施状況、併設する施設・事業

等の特性などにより、人員配置や組織運営のあり方も大きく異なるこ

とが想定されます。このため、本チェックリストで示す「主担当

ケース数」は、比較を通じて今後のより良い支援体制を検討する

ための参考であり、それより少ない／多いことによって評価を図

るものではありません。

⚫ 「主担当ケース数」は、自立相談支援機関ごとに各職員の主担当ケー

ス数を積み上げたものを職員数（常勤換算）で除したものであり、３

職種や勤務形態、経験年数等の職員個々人の対応件数ではありません。

※より詳しい算出方法については、報告書『第Ⅵ章 自立相談支援

機関における支援体制に関する考察』の「１．支援員一人あたりの

対応件数等に関する整理」（３）常勤職員１人あたり「主担当ケー

ス数」について（ｐ154～161）を参照してください

Ⅰ 支援員１人あたりの相談対応件数について



自立相談支援機関および自治体によるチェックプロセスは、以下を想定しています。
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３．「主担当ケース数」によるチェックプロセス

自立相談支援機関 自治体（市町村・都道府県）

まずは自立相談支援機関に職員の「主担当ケース数」

をもとに振り返りをしてもらいます。

「一人あたり主担当ケース数」を比較し 、

その結果や課題認識に応じて

チェックリストをつけてみます 。

チェック結果を参考にして、自治体の視点から、体制

づくりの課題や今後の改善方策等について、自立相談

支援機関と協働により検討していきます。

※ 現場感覚として算出することが難しい場合は、参考値として

「統計システム」から、ある「時点」での担当ケースをカウント

する方法も考えられます。ただし、実態と乖離がある可能性もあ

るため、各支援員に確認してみることが有効です。（手間はかか

りますが、その検証作業も振り返りの大事なプロセスです）

チェックがついた項目について、

□職場内労働環境として改善できること

□そこでは解決が難しい『自立相談支援機関として、

支援体制の見直し・検討が必要なこと』を整理します。

自立相談支援機関による比較結果を受けて、

自治体の視点からチェックリスト

をつけてみることもできます。

❷

❸

❶

❷

❸

p6・7

ｐ8～、ｐ17～

管理者が、職場内の各職員の

「主担当ケース数」を算出 します（※）
❶

※ 特に委託の場合は、自立相談支援機関の現場に

よる実態・認識とミスマッチがないかを検証する上

でも、双方でチェックをしてみることが有効です。

ｐ8～、ｐ17～

Ⅰ 支援員１人あたりの相談対応件数について



10万人未満 10万人以上

中央値 １７件 2４件

四分位範囲 ８～30件 16～40件

注１）

四分位範囲とは、データの下から25%番目と75%番目の間の範囲で、中
央値を中心に全データの50%が収まる範囲となります。

注２）

実際には、支援員にも各職種があり、専従・兼務など勤務形態や経験年数
等もさまざまです。これら1人1人の職員の主担当ケース数を事業所ごとに
積み上げた平均を用いて示したものです。

（１）実態に基づく「主担当ケース数」
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⚫ 調査結果から得られた実態としての主担当ケース数は、下表

のとおりです。

⚫ なお、職員一人あたりの主担当ケース数は、人口規模が一定

程度影響を与えることがわかっています。一般的に「人口

10万人あたり」で各種統計資料が出される場合が多く、人

口規模の小さい自治体には兼務率が高いなど人員体制上の配

慮が必要といった観点から、「10万人未満」と「10万人以

上」で分けて示しています。

【図表】調査結果から得られた実態としての「主担当ケース数」

【参考】「主担当ケース数」の中央値とデータの分布（25％・75％）

• 一言で自立相談支援機関といっても、規模や実施主体などにより相談支

援体制が多岐にわたり、職員配置数や対応件数が大きく異なります。こ

のため「中央値」はいわゆる標準をあらわすものではありません。

• また、「四分位範囲」（注1）はその幅広さをあらわしており、例えば

上は30件(10万人未満)・40件(10万人未満)と中央値の約1.7倍ですが、

このあたりの対応件数をもつ機関も多くあることも実態です。

• 「中央値」や「四分位範囲」におさまることが重要なのではなく、実態

と大きくかけ離れている場合にその原因や影響を検討したり、さらに支

援の質や実績の向上を目指す参考にしたりする視点が大切です。

0 10 20 30 40 50

10万人以下

10万人以上

（件）

中央値(24件)

中央値(17件) 第３四分位値
（全体の上から
数えて25％）

第１四分位値
（全体の下から
数えて25％）

16件 40件

８件 30件

チェックポイント

Ⅱ 実態に基づく「主担当ケース数」



各人口規模に応じて、実態として「主担当ケース数」と、

現場感覚として概ね手持ちの「主担当ケース数」を比較してみてください。

自立相談支援機関での
１人あたりの
主担当ケース数

＜
８件 （10万人未満）

16件 （10万人以上）

7

（２）主担当ケース数との比較

Ⅱ 実態に基づく「主担当ケース数」

へ

□ 兼務業務が忙しく、自立相談支援事業の業務時間が十分に確保

できない

□ 少人数の支援体制のため、支援の方向性について相談できる人

がいない。個人の判断・対応となりがち

□ 相談ニーズがあることがわかっているのに、アウトリーチを行

う時間がとれないなどの理由から、相談件数があがらない

□ 移動に係る時間コストが業務を圧迫している

など

現状の支援体制に
以下のような課題を感じるとき ➡ｐ8～

Ⅲ 1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？
と思った時の振り返りチェックリスト

自立相談支援機関での
１人あたりの
主担当ケース数

30件 （10万人未満）

40件 （10万人以上）
＞

へ

□ 職員１人が対応できる業務量をはるかに超えている（超過勤務

が常態化している等）

□ 1人あたり担当ケース数が多く、丁寧なケース対応ができてい

ないと感じることが続いている

□ 新規相談件数は多いが、振り分け後や、プラン策定・支援後に、

地域の関係機関や社会資源につながっていかない（自立相談支

援機関で抱えている継続支援ケース数が多い等）

□ 件数の多さに対応するための、計画的な人員配置と人材育成、

職場内OJTの活性化などを行えていない

など

現状の支援体制に
以下のような課題を感じるとき ➡ｐ17～

Ⅳ 1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？
と思った時の振り返りチェックリスト



１．チェックリストと対応方向性（例）

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅲ
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自立相談

支援機関
自治体 対応方向性（例）

1 ➡
1-1．勤務形態の見直し

　（専従職員の配置等）

2 ➡

3 ➡

（　　） 把握できており、ニーズに対して適性と判断　

（　　） 把握できており、ニーズはあるが相談につなげられていない　

（　　） 把握できていない　

5 ➡ 2-1．庁内外の連携体制の構築

6 2-2．アウトリーチの強化

7 ➡
2-3．地域の相談ニーズに応じた

　支援メニューの整備

➡
3-1．ICTの活用・導入等に

　向けた検討・予算確保

3-2．人員配置や圏域設定

　（設置ヵ所数等）の見直し

9 ➡

3-3．住民に身近な町村との

　協力体制と都道府県による

　広域的なサポート

10 ➡
3-4．実績データ等に基づく

　人員配置の見直し・改善

1-2．人材確保に向けた働き

　かけと職員のスキル向上に

　向けた体制づくり

8

人口規模の少ない町村部または人口規模が大きい大規模自治体において、自立相談支援機関が広範

囲の対象圏域をカバーする場合、移動に時間を要することが想定されます。１件あたりの支援に係

る時間コストの制約が軽減されるような対応が図られていますか。

制度の周知とともにアウトリーチ活動に取り組み、窓口での相談対応と両立できていますか。

支援実績データの分析などにより、相談ニーズの把握や、人員配置の状況を見直し・改善するため

の取組を行っていますか。

〇・×を記入

経験年数の浅い職員も、自分なりの持ち分を発揮しながらスキルの向上を図ることができるよう、

SV、研修、OJTなどが可能な体制・機会を確保できていますか。

１．

職員配置

に関する

こと

２．

相談支援

に関する

こと

３．

運営管理

に関する

こと

4

↓

主に都道府県管轄の町村部等では、自立相談支援機関が複数自治体をまたいで支援を行うため、各

自治体ごとの庁内・庁外関係機関や社会資源との連携に労力がかかることが想定されます。こうし

た関係機関等との連携体制を組織として構築できていますか。

専従職員の配置や兼務の場合の他事業等との従事比率について、適切な相談対応を行う観点から検

討を行い、生活困窮者自立相談支援事業に取り組む時間を十分に確保できていますか。

有資格者や経験年数の高い人材を確保できるよう、職員処遇等への配慮がなされていますか。

【そもそも自立相談支援機関への新規相談受付件数が少ない場合】

　管轄地域における相談ニーズを把握できていますか。

相談をつなぐための庁内外の関係機関との連携や地域との協力体制を構築できていますか。

潜在的なニーズや対象者像の把握のための調査等を通じて地域における相談ニーズを把握した上

で、支援対象者に対応するための支援メニューの整備や、つなぎ先（連携先）・出口の確保、地域

づくり等に取り組んでいますか。



１-1．勤務形態の見直し（専従職員の配置等）
【図表】 人口規模別・職員の兼務状況

小規模自治体ほど職員の兼務率が高い傾向にあります。ま

た、本タイムスタディ調査から、職員１人あたりの主担当

ケース数別に１日の平均業務時間をみると、「０件」～「10

件未満」では「自立相談支援事業以外の他事業等との兼務業

務」の割合が高く、自立相談支援事業に取り組む時間数が限

られていることがうかがえます。コロナ禍において生活困窮

者自立支援制度の周知が広まった一面もあり、今後も多岐に

わたる相談内容に対応していくために、専従職員の配置や兼

務職員の業務比率を見直すこともひとつです。

一方で、さまざまな他事業等と兼務することにより、生活

困窮者に対する支援の経験値や引き出しを増やしていけると

いったメリットも考えられます。実施機関の特性や支援員の

業務量の実態等を考慮しながら検討することも大切です。

併せて、職員の兼務比率が高い機関では他事業との業務の

切り分けが難しい状況もあり、兼務職員が自立相談支援機関

としての専門性を確保しにくい場合もあります。そのため、

主任相談支援員の役割を明確に定めて職場内OJTを活性化さ

せることや、次頁「１-2．人材確保に向けた働きかけと職員

のスキル向上に向けた体制づくり」に関する工夫も必要とい

えます。

職員1人当たり1日平均業務時間

66.1 75.8 67.1 64.5 63.6 62.2 60.2 72.2

63.3
146.8

91.1
50.9 30.2 30.4 31.5 38.4

120.7

165.7

128.8
113.1 109.8 98.6 118.7 94.9

275.4
125.0

219.1
295.5 329.2 346.9 338.2 344.9

531.9 515.7 520.3 529.6 537.7 543.5 551.4 552.6

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

全体 0件 10件未満 10件以上

20件未満

20件以上

30件未満

30件以上

50件未満

50件以上

100件未満

100件以上

（分）

１-１ 相談者に関わる業務

１-２ 相談者に直接関わらない業務

２．自立相談支援事業以外の他事業等との兼務業務

３．その他

不明

【図表】 主担当ケース別の業務時間

※本調査研究事業により実施したアンケート調査を回収した566事業所において、自立相談支援事業に関わる職員として

記載のあった2,848名のうち職種と人口の不明を除いて集計。

うち
専任

うち
兼務

不明
うち
専任

うち
兼務

不明
うち
専任

うち
兼務

不明
うち
専任

うち
兼務

不明

5万人未満 150 62 67 21 270 102 118 50 54 25 23 6 102 24 63 15
41.3% 44.7% 14.0% 37.8% 43.7% 18.5% 46.3% 42.6% 11.1% 23.5% 61.8% 14.7%

5万人以上 128 65 54 9 252 164 54 34 84 52 23 9 106 37 59 10
10万人未満 50.8% 42.2% 7.0% 65.1% 21.4% 13.5% 61.9% 27.4% 10.7% 34.9% 55.7% 9.4%
10万人以上 172 113 39 20 477 335 92 50 109 78 19 12 210 115 67 28
30万人未満 65.7% 22.7% 11.6% 70.2% 19.3% 10.5% 71.6% 17.4% 11.0% 54.8% 31.9% 13.3%
30万人以上 60 42 16 2 216 160 35 21 64 45 17 2 79 39 35 5
50万人未満 70.0% 26.7% 3.3% 74.1% 16.2% 9.7% 70.3% 26.6% 3.1% 49.4% 44.3% 6.3%
50万人以上 17 12 5 0 77 70 7 0 34 12 5 17 42 32 10 0
100万人未満 70.6% 29.4% 0.0% 90.9% 9.1% 0.0% 35.3% 14.7% 50.0% 76.2% 23.8% 0.0%
100万人以上 11 11 0 0 56 33 0 23 19 15 0 4 19 15 2 2

100.0% 0.0% 0.0% 58.9% 0.0% 41.1% 78.9% 0.0% 21.1% 78.9% 10.5% 10.5%
538 305 181 52 1,348 864 306 178 364 227 87 50 558 262 236 60

56.7% 33.6% 9.7% 64.1% 22.7% 13.2% 62.4% 23.9% 13.7% 47.0% 42.3% 10.8%

その他の職員（事務員等）

小計 小計 小計 小計

全体

人口規模

主任相談支援員 相談支援員 就労支援員

２．対応方向性（例）－「１．職員配置に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅲ
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支援員の「数」の配置だけでなく、専門性や経験年数の高い職員の配置が質の高い支援を提供することや職場

内OJTの活性化などにつながります。相談員の質の担保の面からは、支援員が経験を積みながら徐々にスキルアッ

プすることや、他機関との連携・地域づくりにもある程度の継続性が必要なため、職員の安定雇用に向けた処遇

改善等に取り組むことも大切です。

また、本アンケート調査において、業務へのやりがいを感じにくい職員は、兼務業務が忙しく生活困窮者支援

の業務時間が十分にとれていないことのほか、ケースワークを進める上での職責や対人援助業務への負担感、個

人や組織の専門性・スキル等の不足といった困難さなどを抱えていることがうかがえます。人員配置が十分でな

いことにより、担当者が１人で重荷を背負いこむことがないよう、主任相談支援員等によるスーパーバイズ、困

難事例への複数職員でのケース対応、職場内研修などの組織体制面のフォローを確保した体制づくりが重要です。

５．ケースワークを進める上での判断など職
責が重い

６．対人援助業務に係る負担が大きい

１．担当ケース数が多い

２．生活困窮者自立支援（任意事業の兼務
含む）に係る業務量が多い

３．生活困窮者自立支援以外の兼務業務が忙しく、
生活困窮者支援業務の時間が十分にとれない

13．その他

14．特になし

10．業務内容に対して給与が見合っていない

11．職員が不足している

12．研修等キャリア形成の機会が少ない

７．相談員としての相談援助の知識・技術が不足
する部分に対して、組織的なフォローが不十分

８．他法・他施策・他分野に関して、組織とし
ての理解・認識が不十分

９．管理職や組織によるサポート体制が不十分

４．勤務時間が不規則である

16.3%

33.1%

19.6%

2.3%

29.4%

28.8%

25.0%

26.0%

23.2%

35.0%

30.4%

15.5%

9.5%

13.4%

7.9%

25.2%

28.8%

2.2%

41.7%

36.7%

30.9%

33.1%

26.6%

31.7%

23.0%

15.8%

15.1%

8.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

感じる・やや感じる

どちらとも言えない・あまり感じ

ない・感じない

人口あたり新規相談受付件数【上位％２５以上】

1年未満
1年以上3
年未満

3年以上5
年未満

5年以上

14 51 24 53 142

9.9% 35.9% 16.9% 37.3% 100.0%

147 176 77 149 549

26.8% 32.1% 14.0% 27.1% 100.0%

36 44 39 54 173

20.8% 25.4% 22.5% 31.2% 100.0%

14 25 3 44 86

16.3% 29.1% 3.5% 51.2% 100.0%

50 27 9 12 98

51.0% 27.6% 9.2% 12.2% 100.0%

②相談支援員

③就労支援員

④管理職

⑤事務職員 133

133

133

134

①主任相談支援員 134

職種
回答

自治体数
（ヵ所）

経験年数別　職員数

計

人口あたり新規相談受付件数【下位％２５以上】

1年未満
1年以上3
年未満

3年以上5
年未満

5年以上

26 36 18 43 123

21.1% 29.3% 14.6% 35.0% 100.0%

70 98 50 53 271

25.8% 36.2% 18.5% 19.6% 100.0%

24 31 26 31 112

21.4% 27.7% 23.2% 27.7% 100.0%

9 27 10 9 55

16.4% 49.1% 18.2% 16.4% 100.0%

12 12 1 11 36

33.3% 33.3% 2.8% 30.6% 100.0%
⑤事務職員 131

④管理職 131

③就労支援員 131

②相談支援員 131

回答
自治体数

（ヵ所）

経験年数別　職員数

計

①主任相談支援員 132

職種

【参考】自立相談支援事業の経験年数別支援員等の配置と新規相談受付件数支の比較

人口あたりの新規相談受付件数の上位25%の自治体と、下位25%の自治体とを比較し、職種ごとの人数を分析したところ、上位25%の

自治体の方が、5年以上の経験がある主任相談支援員、相談支援員、就労支援員、管理職の割合が高い傾向がみられます。また、１年未

満の主任相談支援員と比較すると、下位25%の自治体の方が上位25％の自治体と比べて10ポイント以上高くなっています。

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況

の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（一般社団法人 北海道総

合研究調査会）

【図表】 業務へのやりがい×負担・困難さを感じていること

（複数回答）

※業務への意識に

関するWEBアンケー

トにおける「自立相談

支援機関の業務へ

のやりがい」に回答の

あった N=928 名

１-2．人材確保に向けた働きかけと職員のスキル向上に向けた体制づくり

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅲ
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２．対応方向性（例）－「１．職員配置に関すること」



ニーズはあるが相談につなげられていない場合、まずは庁内関係部署や他機関

等からの紹介をつなげていくための連携体制の構築に取り組むことが重要と考え

られます。「支援会議」の設置や、重層的支援体制整備事業の実施に伴い人員強

化によるアウトリーチの展開、庁内外からの積極的な利用勧奨を推進するなどの

連携強化を図る自治体もみられます。

【図表】支援会議の設置「あり」「検討中」の自治体における開催による効果

（複数回答）

　【基礎自治体】　　 【都道府県】

件数 ％ 件数 ％

97 47.5% 8 57.1%

102 50.0% 6 42.9%

32 15.7% 4 28.6%

155 76.0% 11 78.6%

118 57.8% 8 57.1%

86 42.2% 9 64.3%

14 6.9% 0 0.0%

17 8.3% 4 28.6%

12 5.9% 1 7.1%

9 4.4% 1 7.1%

全体 204 14

７．雇用・産業分野との関わり
が深まった

８．メンタルヘルス等の保健医療
分野との関わりが深まった

９．住民の地域福祉に関わる
ことへの意欲が向上した

10．その他

１．支援につながっていない生活困窮
者（世帯）等を早期に把握することがで
きた

２．生活困窮者（世帯）等に対して、迅
速に支援を開始することができた

３．改正法が示す基本理念や定義の
明確化について理解が深まった

４．各関係機関等が連携を取り合うこ
とで情報の共有化が図られた

５．情報の共有化を通じて、それぞれ
の関係機関等の間での役割分担がし
やすくなった

６．関係機関等が関わり、見守りや継
続的支援の体制が構築できた

１．支援につながっていない
生活困窮者（世帯）等を早期に

把握することができた

２．生活困窮者（世帯）等に対して、
迅速に支援を開始することができた

３．改正法が示す基本理念や定義
の明確化について理解が深まった

４．各関係機関等が連携を取り合う
ことで情報の共有化が図られた

５．情報の共有化を通じて、それぞれ
の関係機関等の間での役割

分担がしやすくなった

６．関係機関等が関わり、見守りや
継続的支援の体制が構築できた

都道府県基礎自治体

７．雇用・産業分野との関わりが深まっ
た

８．メンタルヘルス等の保健医療分野
との関わりが深まった

９．住民の地域福祉に関わることへの
意欲が向上した

10．その他

47.5%

50.0%

15.7%

76.0%

57.8%

42.2%

6.9%

8.3%

5.9%

4.4%

0.0% 50.0% 100.0%

57.1%

42.9%

28.6%

78.6%

57.1%

64.3%

0.0%

28.6%

7.1%

7.1%

0.0% 50.0% 100.0%

【参考事例】

庁内他部署から所管部署への利用勧奨を進め、成功体験を蓄積する

（埼玉県八潮市 人口約９万人）

※令和２年度調査報告書「第Ⅵ章.ヒアリング調査」結果より抜粋

平成27年に自立相談支援窓口を市役所社会福祉課に設定するまで、金銭的に

困っている人が市役所に相談しに来た場合、仕事があり一定の収入があるにも

関わらず家計が苦しい、生活保護に該当しない、などのケースについて、どの

部署で対応するべきか明確になっていなかった。現在は、まず社会福祉課に来

てもらい、話を聞き、必要な支援に応じて他部署・他機関へつなぐ、というこ

とがうまく機能している。

【参考事例】

法改正を契機に包括的な支援体制の構築に向け「気づきシート」を作成・運用

（神奈川県海老名市人口約13万人）

※令和２年度調査報告書「第Ⅵ章.ヒアリング調査」結果より抜粋

法改正を契機に包括的な支援体制の構築に向け「気づきシート」を作成・運用。

法改正以前は、制度の周知に関する取組等を十分に行えていなかったため、ま

だ本制度自体知らない人も多い状況にあった。法改正を機に、包括的な支援体

制を構築していきたいという趣旨から、庁内・庁外に向けて説明会を行うこと

とした。説明会を開催するにあたり、「気づきシート」を作成・紹介した。生

活困窮の窓口だけでなく、庁内のさまざまな部署・窓口で受けた相談について、

自立相談支援事業の説明をした上で、困りごとを抱える人の相談を、有効な対

応につなぐためのツールとして運用。説明会では、まずは制度概要及び法改正

の趣旨等を説明し、この法により、さまざまな対象者を支援できることを伝え

た。この制度があることを踏まえ、各課窓口等において困ったケースがあった

際、つないでほしいことを伝えた。また、そうした説明会等の場において、他

の部署や民生委員等から、間接的にニーズの把握を行った。

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（一般社団法人 北海道総合研究調査会）

2-1．庁内外の連携体制の構築

３．対応方向性（例）－「２．相談支援に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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庁内外からの自立相談支援機関への利用勧奨とともに、支援

につながっていない相談者の存在が把握されている場合、アウ

トリーチ活動に取り組むこともひとつの方策です。例えば、

2022年アンケート調査からは、「地域におけるアウトリーチ

支援等推進事業」を実施している自治体が最も多く取り組んだ

のは「訪問支援」であり、取組の効果としては「2.訪問支援に

より、ひきこもり状態にある人やその家族へのアプローチが進

んだ」が最も多く 81.7%となっています。

効果的と考えられつつも、訪問支援には移動時間を要するた

め、少ない人員や兼務率が高い状況では相談対応の業務と並行

して行うことが難しい場合もあります。上記のようなアウト

リーチ支援のための事業等の活用を含め、役割に応じた職員の

配置やノウハウの共有を試みることなどが考えられます。

2-2．アウトリーチの強化

３．対応方向性（例）－「２．相談支援に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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※令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の

影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」

（一般社団法人 北海道総合研究調査会）ｐ87

【図表】地域におけるアウトリーチ支援等推進事業



前回法改正を受け、対象者像を把握するための各種調査・統計の整理や潜

在的なニーズ把握調査等に取り組んでいる自治体の方が、新規相談受付件数

やプラン作成件数等の支援実績、任意事業の実施率等が比較的高いことがわ

かっています。新規相談受付件数等の支援実績や１人あたり主担当ケース数

が少ないのでは？と思った際には、あらためて地域における相談ニーズを把

握できているか、把握できていれば、そのニーズに対応できているか分析・

検討してみることもひとつです。

その上で、相談を幅広く受け止めるには、個々の相談者に応じたつなぎ

先・連携機関や、自立相談支援機関において対応する支援メニューをもって

おくことが重要と考えられます。少ない人員体制だからこそ、自立相談支援

機関以外の地域の社会資源の協力を得ながら支援の実態を積み重ねていこく

とで、徐々にネットワークが広がり、実績の向上につながっていく可能性も

あります。

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（一般社団法人 北海道総合研究調査会）ｐ90・91

 グループＡ グループＢ 【参考】全体 

支援会議（あり・検討中） 52.8％ 36.1％ 40.2％ 

利用勧奨に対し「特に実施してい

ない」 
11.0％ 26.1％ 22.3％ 

利用勧奨に関し他部局との連携状

況（改正後の連携先数）※欠損除く 
平均 18.3 件 平均 14.4 件 平均 15.4 件 

任意事業の実施有無 

就労〇家計〇 57.5% 

就労〇家計× 16.5% 

就労×家計〇 14.2% 

就労×家計× 11.8% 

就労〇家計〇 47.9% 

就労〇家計× 12.9% 

就労×家計〇 12.6% 

就労×家計× 26.6% 

就労〇家計〇 50.3% 

就労〇家計× 13.8% 

就労×家計〇 13.0% 

就労×家計× 22.9% 

人口 10 万人あたり新規相談件数

（R1年度） 
17.4 15.7 16.1 

人口 10 万人あたりプラン作成件

数（R1年度） 
5.5 4.2 4.5 

人口 10 万人あたり就労支援対象

者数（R1年度） 
2.7 1.9 2.1 

人口 10 万人あたり就労準備支援

事業利用件数（R1年度） 
8.7 6.5 7.2 

人口 10 万人あたり家計改善支援

事業利用件数（R1年度） 
22.6 20.3 21.0 

 

【参考】対象者像の把握や潜在的なニーズ把握調査等の取組状況による比較

アンケート調査により「対象者像を把握するための各種調査・統計の整理や、潜在的なニーズ把

握調査」に、「１．法改正前から取り組む」または「２．法改正後改めて取り組む」と回答した

自治体をグループA（127自治体）、グループAに属さない自治体をグループB（「３．法改正前

後とも取り組んでいない」または無回答）（380自治体）とし、法改正事項の取組状況等について

比較すると、右表のようであった。

【図表】対象者像の把握や潜在的なニーズ把握調査等の取組状況による比較
2-３．地域の相談ニーズに応じた支援メニューの整備

３．対応方向性（例）－「２．相談支援に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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全体（n=507）

グループA
（ｎ＝127）

グループB
（n＝380）

Ⅱ１「①対象者像を把握するための各種調査・統計の整理や、潜在的な
ニーズ把握調査」で、 「１．法改正以前から取り組んでいた」
または、「２．法改正後改めて取り組んでいた」を選択した自治体

Ⅱ１「①対象者像を把握するための各種調査・統計の整理や、潜在的な
ニーズ把握調査」で、 「３．法改正後とも取り組んでいない」を選択し
た自治体。または、無回答



広域をカバーする場合などは支援のための移動に時間がかかるため、１

件あたりの時間コストが制約となる傾向がみられます。

アンケート調査では、ICTの活用状況は地域によってまだ少ないものの、

移動の手間を削減することでの業務の効率化や、特に関係者間の会議での

オンライン化などは一定程度進み、効果もみられています。個別支援にお

いては、相談者・自立相談支援機関の機器が揃わないことでためらうとこ

ろも多いため、導入のための環境整備や予算確保の働きかけをしていくこ

ともひとつです。

3-2．人員配置や圏域設定（設置ヵ所数等）の見直し

自立相談支援機関が広範囲の対象圏域をカバーする場合、小規模な町村

部ではアウトリーチや同行支援、複数自治体をまたいでの関係機関ネット

ワーク・地域づくりなどの移動を伴う業務に配慮した人員配置や交通利便

性・アクセス性の高い場所への自立相談支援機関の設置等が重要です。大

都市等においては、人員配置とともに必要に応じて圏域設定の見直しを行

い、自立相談支援機関の増設等も考慮することが考えられます。

【参考】自立相談支援事業でICTを活用した場合のメリット・デメリット（右図表→）

令和３年度に実施した福祉事務所設置自治体（生活困窮者自立支援）へのアンケート調査

に回答のあった536ヵ所に対し、自立相談支援事業におけるICTの活用状況をたずね、「１．

すべての面談や支援等にICTを活用した」「２．一部の面談や支援等にICTを活用した」と

回答した123自治体について集計。

3-1．ICTの活用・導入等に向けた検討・予算確保

４．対応方向性（例）－「３．運営管理に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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【図表】ICTの活用状況

1.個別の相談支援でのツールの活用

2.各種会議のオンライン開催

3.情報共有システムの活用

4.職員の勤怠管理

5.その他

6.ＩＣＴの活用はしていない

34.3%

41.0%

27.0%

23.0%

3.5%

30.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

【図表】自立相談支援事業でICTを活用した場合のメリット・デメリット（※令和３年度調査報告書より）

メリット （複数回答）

件数 ％

19 15.4% １．潜在的な相談ニーズが顕在化しやすい

68 55.3% ２．対面に抵抗感のある人の相談がしやすくなった

28 22.8% ３．気軽にコミュニケーションをとれるようになった

21 17.1% ４．対象者の特性上、オンラインによる相談のほうが継続しやすい

69 56.1% ５．移動時間等を考慮せず、効率的に相談を実施することができる

６．その他 24 19.5% ６．その他

７．特になし 1 0.8% ７．特になし

123

デメリット （複数回答）

件数 ％

81 65.9% １．対象者の生活実態が把握しづらい

81 65.9% ２．対象者の心身の状況が把握しづらい

11 8.9%

15 12.2% ４．器材が不足しているため、多くの相談ができない

５．その他 21 17.1% ５．その他

６．特になし 9 7.3% ６．特になし

123

全体

全体

１．対象者の生活実態が把握しづらい

２．対象者の心身の状況が把握しづらい

３．インターネットの接続不良による中断等の
理由で、相談が円滑に進まない

４．器材が不足しているため、多くの相談がで
きない

４．対象者の特性上、オンラインによる相談の
ほうが継続しやすい

１．潜在的な相談ニーズが顕在化しやすい

２．対面に抵抗感のある人の相談がしやすく
なった

３．気軽にコミュニケーションをとれるように
なった

５．移動時間等を考慮せず、効率的に相談を
実施することができる

３．インターネットの接続不良による中断等の理由
で、相談が円滑に進まない

15.4%

55.3%

22.8%

17.1%

56.1%

19.5%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

65.9%

65.9%

8.9%

12.2%

17.1%

7.3%

0.0% 50.0% 100.0%

※本調査研究事業により実施したアンケート調査を回収した566事業所の集計結果

※令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に

関する調査研究事業」（一般社団法人 北海道総合研究調査会）ｐ64



3-３．住民に身近な町村との協力体制と都道府県による広域的なサポート

主に都道府県管轄の町村部など広域を管轄する自立相談支援機関では、

複数自治体をまたいで支援を行うため、各自治体ごとの庁内・庁外関係機

関や社会資源との連携に労力とコストがかかります。このことを踏まえ、

自立相談支援機関だけでなく住民に身近な町村が一次窓口や地域づくりの

機能を担う意識をもってもらうことや、都道府県による広域的なサポート

をさらに推進していくことも大切な視点です。

【図表】町村における生活困窮者の一次相談の実施上の課題（令和２年度調査報告書より）

【図表】「福祉事務所を設置していない町村における相談事業」を実施する必要性
※「福祉事務所を設置していない町村における相談事業」を実施していない
福祉事務所未設置町村192ヵ所を対象（令和２年度調査報告書より）

件数 ％

１．とても必要性を感じている 29 15.1% １．とても必要性を感じている

２．まあまあ必要性を感じている 61 31.8% ２．まあまあ必要性を感じている

３．あまり必要性感じていない 56 29.2% ３．あまり必要性感じていない

４．全く必要性を感じていない 7 3.6% ４．全く必要性を感じていない

５．わからない 32 16.7% ５．わからない

無回答 7 3.6% 無回答

合計 192 100.0%

未設置町村

15.1%

31.8%

29.2%

3.6%

16.7%

3.6%

0.0% 20.0% 40.0%

（複数回答）

件数 ％

53 11.8%

168 37.3%

48 10.6%

42 9.3%

167 37.0%

266 59.0%

198 43.9%

285 63.2%

42 9.3%

162 35.9%

78 17.3%

84 18.6%

50 11.1%

23 5.1%

138 30.6%

11 2.4%

20 4.4%

7 1.6%

451

14．町村において自立相談支援機関につなぐか
どうかの判断がうまくできていない

15．地域性として潜在的に課題を抱えていても外
に出さない傾向があるため相談に至りにくい

16．その他

17．特に課題はない

18．わからない

５．早期把握やアウトリーチの方法・体制が不十
分

６．生活困窮者等の支援に関する専門スキルやノ
ウハウを持った人員を確保することが困難

７．生活困窮者等の支援に関わる人材の育成（ス
キルやノウハウの向上）ができていない

８．困難ケースに対応することができる人員・体制
が不十分

９．一次的な相談対応を行う上での関係機関との
連携・役割分担ができていない

10．一次的な相談対応を行う上での社会資源（緊
急的な支援等）が不足

11．自立相談支援機関につないだ後、継続的な
支援を行うための体制・連携ができていない

12．生活困窮者支援に関する関連施策や他自治
体の取組等の情報を収集できていない

13．都道府県設置の自立相談支援機関が遠方の
ため利用（紹介）しづらい

１．身近な町村で生活困窮に関する一次的な相
談に対応していることの周知が広まらない

２．地域内での生活困窮者・世帯等の把握が不
十分・ニーズを掴めていない

３．町村役場内での生活困窮者等への支援の必
要性に関する理解や連携が進んでいない

４．生活困窮者等の相談対応に関する地域の関
係機関・関係者の理解が不足している

全体

10．一次的な相談対応を行う上での社会資源（緊

急的な支援等）が不足

11．自立相談支援機関につないだ後、継続的な
支援を行うための体制・連携ができていない

12．生活困窮者支援に関する関連施策や他自治

体の取組等の情報を収集できていない

13．都道府県設置の自立相談支援機関が遠方の

ため利用（紹介）しづらい

14．町村において自立相談支援機関につなぐか
どうかの判断がうまくできていない

15．地域性として潜在的に課題を抱えていても外

に出さない傾向があるため相談に至りにくい

16．その他

17．特に課題はない

18．わからない

１．身近な町村で生活困窮に関する一次的な相

談に対応していることの周知が広まらない

２．地域内での生活困窮者・世帯等の把握が不
十分・ニーズを掴めていない

３．町村役場内での生活困窮者等への支援の必

要性に関する理解や連携が進んでいない

４．生活困窮者等の相談対応に関する地域の関
係機関・関係者の理解が不足している

５．早期把握やアウトリーチの方法・体制が不十

分

６．生活困窮者等の支援に関する専門スキルやノ
ウハウを持った人員を確保することが困難

７．生活困窮者等の支援に関わる人材の育成（ス
キルやノウハウの向上）ができていない

８．困難ケースに対応することができる人員・体制

が不十分

９．一次的な相談対応を行う上での関係機関との
連携・役割分担ができていない

未設置町村

11.8%

37.3%

10.6%

9.3%

37.0%

59.0%

43.9%

63.2%

9.3%

35.9%

17.3%

18.6%

11.1%

5.1%

30.6%

2.4%

4.4%

1.6%

0.0% 50.0% 100.0%

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（一般社団法人 北海道総合研究調査会）ｐ72・73

【参考】福祉事務所未設置町村を対象としたアンケート調査（令和２年度調査）

令和２年度に実施した福祉事務所設置町村へのアンケート調査に回答のあった451ヵ所に対
し、町村における生活困窮者の一次相談の実施状況や課題についてたずねた。

４．対応方向性（例）－「３．運営管理に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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3-４．実績データ等に基づく人員配置の見直し・改善

既存のアンケート調査から、自立相談支援事業における人員

配置の状況を評価するために取り組みとしては、「特になし」

が約半数を占め、実施している自治体の取り組みとしては「自

立相談支援機関へのヒアリング調査」が最も多く、次いで「支

援実績等のデータを独自に分析」等となっています（図表上）。

また、「自立相談支援事業の支援実績について分析し、それを

事業運営の見直し・改善につなげる仕組みがあるか」を聞いた

ところ、「実績データの分析をしている」自治体は4割弱でし

た（図表下）。

こうした取り組みは、毎年度の事業実施にあたって必要な予

算の確保等にあたって重要な基礎データとなることが考えられ、

人員配置の見直しや事業運営の改善等につながります。例えば、

支援調整会議等の場の活用や、毎年定期的に自立相談支援機関

と行政が自己点検を行うことなども有効です。

【図表】適切な人員配置の促進のための取組

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度

の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」

（一般社団法人 北海道総合研究調査会）ｐ43

【図表】自立相談支援事業の支援実績の分析

（複数回答）

【都道府県】

件数 ％ 件数 ％

11 2.2% 0 0.0%

74 14.6% 5 13.5%

163 32.1% 21 56.8%

18 3.6% 1 2.7%

16 3.2% 0 0.0% ５．その他

257 50.7% 15 40.5%

全体 507 37

２．支援実績等のデータを独自に分析

３．自立相談支援機関への
ヒアリング調査

４．事業計画を策定し、その達成状況の
評価指標として人員配置の状況を確認

【基礎自治体】

５．その他

６．特になし ６．特になし

２．支援実績等のデータを独自に分
析

３．自立相談支援機関へのヒアリン
グ調査

４．事業計画を策定し、その達成状況の評

価指標として人員配置の状況を確認

基礎自治体 都道府県

１．「自己評価分析ツール」の活用 １．「自己評価分析ツール」の活用 2.2%

14.6%

32.1%

3.6%

3.2%

50.7%

0.0% 30.0% 60.0%

0.0%

13.5%

56.8%

2.7%

0.0%

40.5%

0.0% 30.0% 60.0%

【都道府県】

件数 ％ 件数 ％

279 55.0% 20 54.1%

107 21.1% 10 27.0%

88 17.4% 4 10.8%

28 5.5% 1 2.7%

5 1.0% 2 5.4%

507 100.0% 37 100.0%

【基礎自治体】

合計

１．支援実績データの分析を
行っていない

２．支援実績データを分析しているが、

事業運営の見直し・改善には反映
できていない

３．支援実績データを分析し、それを

踏まえ事業運営の見直し・改善に
反映している

４．わからない

無回答

基礎自治体 都道府県

１．支援実績データの分析を行って
いない

２．支援実績データを分析しているが、

事業運営の見直し・改善には反映でき
ていない

３．支援実績データを分析し、それを踏

まえ事業運営の見直し・改善に反映し
ている

４．わからない

無回答

55.0%

21.1%

17.4%

5.5%

1.0%

0.0% 50.0% 100.0%

54.1%

27.0%

10.8%

2.7%

5.4%

0.0% 50.0% 100.0%

４．対応方向性（例）－「３．運営管理に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が少ないのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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１．チェックリストと対応方向性（例）

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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自立相談

支援機関
自治体 対応方向性（例）

1 ➡

2 ➡

3 ➡
1-2．職員のスキル向上に

　向けた体制づくり

4 ➡ 1-3．事務職員の配置

5 ➡
2-1．庁内関係部署での研修

　の実施など制度理解の促進

6 ➡ 2-2．業務体制の見直し・改善

7 ➡

2-3．個別支援と併せて地域

　づくりに取り組むための

　人員配置における考慮

8 ➡
3-1．自己研鑽しやすい

　環境づくり

9

10

3-3．ICTの活用・導入等に

　向けた検討・予算確保

3-4．人員配置や圏域設定

　（設置ヵ所数等）の見直し

12 ➡
3-5．業務分担の明確化・

　マニュアル化

13 ➡
3-6．実績データ等に基づく

　人員配置の見直し・改善

〇・×を記入

↓

経験年数の浅い職員も、自分なりの持ち分を発揮しながらスキルの向上を図ることができるよう、SV、研

修、OJTなどが可能な体制・機会を確保できていますか。

支援実績データの分析などにより、相談ニーズの把握や、人員配置の状況を見直し・改善するための取組を

行っていますか。

２．

相談支援

に関する

こと 相談ニーズに対して、任意事業の実施を含む支援メニューの整備や地域とのつながりを構築する「参加支

援」など、全ての相談を自立相談支援機関で抱え込み過ぎることのないよう、つなぎ先や出口の確保・地域

づくりに取り組む時間をとれていますか。

明らかに他分野の相談も押し付け・たらい回しとなり自立相談支援機関の負担が過大とならないよう、行政

や関係機関が生活困窮者自立支援制度についてよく理解できていますか。

３．

運営管理

に関する

こと

担当者が1 人で支援の重荷を背負いこむことのないよう、業務の進行管理や全体でのケースの共有・困難事

例への対応・助け合い、職場内研修の実施などに取り組んでいますか。

アウトリーチ活動などにより必要とする人に支援を届けることや、１人で手続きを行うことが難しい利用者

への同行支援など、早期的・個別的な支援を提供できる体制を心がけていますか。

各職員の業務分担の明確化や支援のマニュアル化などにより、支援プロセス・業務を効率的に進められるよ

うな仕組みづくりに取り組んでいますか。

職員が、休みたいときに休暇をとれるなど、シフト管理や残業の調整、メンタルヘルス対策など労務管理上

の配慮に努めていますか。

11

人口規模の少ない町村部または人口規模が大きい大規模自治体において、自立相談支援機関が広範囲の対象

圏域をカバーする場合、移動に時間を要することが想定されます。１件あたりの支援に係る時間コストの制

約が軽減されるような対応が図られていますか。

１．

職員配置

に関する

こと

新規に相談したい人が相談できることをはじめ、相談ニーズに対して必要な人員が配置されていますか。

専門職（３職種）が自立相談支援事業の本来業務に十分に取り組むことができていますか。

有資格者や経験年数の高い人材を確保できるよう、職員処遇等への配慮がなされていますか。

1-1．３職種の加配や人材確保

　に向けた働きかけ

➡

職員間で業務量・業務時間が極端に偏らないようになされていますか。

3-2．業務量の調整と労務管理➡



　「１．主任相談支援員」 　　「２．相談支援員」 　　「３．就労支援員」 　　「４．事務職員」 　　「５．その他」

１．個別相談に関わる専門的技能

２．ソーシャルワーク的支援に関わる専門的技能

３．進行管理ケース全体のマネジメント機能

4．調整業務に関わる事務職能

５．情報管理の経験や技能

６．関係機関との連携調整技能

７．福祉関連法制度の専門的知識

８．その他

51.7%

56.0%

71.6%

43.1%

49.1%

44.8%

49.1%

22.4%

0.0% 50.0% 100.0%

85.0%

80.6%

31.3%

30.4%

33.0%

50.7%

60.4%

7.5%

0.0% 50.0% 100.0%

78.7%

66.4%

32.0%

39.3%

35.2%

57.4%

54.9%

13.9%

0.0% 50.0% 100.0%

14.3%

11.7%

14.3%

51.9%

49.4%

22.1%

18.2%

35.1%

0.0% 50.0% 100.0%

28.6%

28.6%

14.3%

14.3%

7.1%

21.4%

14.3%

64.3%

0.0% 50.0% 100.0%

新規相談受付件数の増加に伴い、まずは入口での相談を受け止めるための

人員確保が必要となります。また、本調査結果からは、相談を受け止め後、

情報提供のみや他機関で対応可能なためつなぐ場合も、自立相談支援機関が

継続支援する方向でプラン策定する場合も、振り分けのプロセスに多くの時

間を要することが明らかとなっています。これらの業務をプラン策定後の利

用者への支援（フォローアップを含む）と並行して行うことを考えると、３

職種のうち必要な職種・人員を増やすことにより、１人あたりの業務負担を

軽減することがあげられます。

また、人員の「数」だけでなく、相談件数の多い現場での支援の「質」の

観点からは、専門スキルや経験年数を有する職員の確保・育成が求められま

す。短い期間で異動を繰り返したり、優秀な人材ほど離職してしまったりと

いったことがあると、残った職員の負担がさらに増してしまうことも想定さ

れます。職員処遇や勤務形態の希望とのマッチング、働きやすい環境づくり

への配慮などをセットで検討することが大切です。

1-1．３職種の加配や人材確保に向けた働きかけ

【図表】自立相談支援機関の運営上の課題として「人材確保」「職員数の不足」とした場合の必要
な職員および職種ごとに不足していると回答のあった機能（複数回答、N＝292）

１．主任相談支援員

２．相談支援員

３．就労支援員

４．事務職員

５．その他

39.7%

77.7%

41.8%

26.4%

4.8%

0.0% 50.0% 100.0%

※最も多いのは「相談支援員」で、相談やソーシャルワークの

専門的技能や福祉関連法制度の専門的知識などが求めら

れています。

1-2．職員のスキル向上に向けた体制づくり

本アンケート調査において、自立相談支援機関の運営上の課題として最も

多くあげられたのは「職員の資質向上、キャリア形成」です。一方、自立相

談支援機関の職員の研修の受講状況からは、国研修や都道府県研修等を「受

講していない」も約26％となっています。

日常業務に追われ、職員の育成のための研修を行う時間的余裕がない、研

修を受ける必要性を感じるが、財政状況により機会が得られないといったこ

とがないよう配慮が必要と考えられます。

【図表】自立相談支援機関の運営上の課題
（複数回答、N＝566）

【図表】自立相談支援機関の職員の研修の
受講状況（複数回答、N＝2,848）

２．対応方向性（例）－「１．職員配置に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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１． 適切な職員配置のための人材確保

２． 利用者数に対する職員数の不足　

３． 職員の資質向上、キャリア形成

４． 運営費や人件費等の財源不足

５． 職員の処遇改善

６． 職員の就労環境の整備

７． ケース記録の管理システムなどの設備不足

８． 関係機関との連携不足

９． 行政との連携不足

10．その他

11．特に課題となっていることはない

46.8%

29.5%

59.0%

29.2%

33.4%

23.5%

16.6%

16.3%

12.2%

6.0%

7.8%

0.0% 40.0% 80.0%

国研修

ブロック別研修

都道府県研修

受講していない

わからない

55.2%

23.5%

37.8%

26.1%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%



職員数が不足すると、支援員が生活困窮者支援の業務に十分に取り組むことができないとい

う課題が生じています。業務の中には、専門職以外の職員も担うことができる業務も考えられ、

実際にコロナ禍において、住居確保給付金や特例貸付、自立支援金等の支援メニューの拡充に

伴い各種事務処理も増加したことから事務職員や補助者の配置を行った自治体もあり、支援員

が相談業務に専念できたなど負担軽減効果を感じています。

1-3．事務職員の配置

２．対応方向性（例）－「１．職員配置に関すること」
職員1人当たり1日平均業務時間 ※人口規模10万人以上50万人未満の自治体 単位：分

事務職員有りの事業所 事務職員無しの事業所

全体
主任相

談
支援員

相談
支援員

就労
支援員

事務 その他 全体
主任相

談
支援員

相談
支援員

就労
支援員

その他

(224) (58) (80) (29) (44) (13) (372) (113) (184) (53) (22)

来所対応 48.1 49.9 65.0 66.4 8.6 29.7 58.4 49.5 66.5 49.6 56.7

電話・メール相談等 26.2 22.4 40.1 28.4 7.3 16.8 35.1 26.7 39.1 36.7 41.4

訪問対応 7.6 8.6 10.7 7.1 0.6 8.1 15.9 16.2 17.3 10.3 14.7

同行支援 11.4 10.4 17.5 15.7 0.4 6.1 12.7 11.5 12.7 15.2 12.8

他機関等との連絡・調整 16.9 16.3 28.3 17.9 1.0 1.3 25.6 25.6 26.9 23.9 19.6

記録作成（記入・入力等） 64.4 56.1 97.9 68.0 20.2 36.6 82.0 61.1 95.2 81.5 80.5

住居確保給付金に係る支給申請 14.8 14.8 15.1 6.2 22.0 7.4 15.1 10.5 15.8 18.3 25.3

自立支援金に係る受付・支給申請 9.8 6.8 8.3 1.4 24.1 3.0 6.1 8.2 5.9 4.6 0.7

一時生活支援事業の利用申請 1.2 1.5 1.6 0.1 0.6 1.8 1.0 0.9 1.0 0.1 3.8

支援調整会議 9.0 12.4 7.4 7.2 10.5 3.6 11.6 13.9 11.1 11.3 3.9

その他の会議・打合わせ 21.0 33.0 21.7 17.2 7.6 17.2 23.5 27.3 23.4 19.3 15.2

就労支援 9.1 3.4 5.9 42.7 1.2 5.1 11.7 4.1 7.4 43.9 8.5

社会参加や就労支援プログラムに係る企画調整 2.8 0.4 2.3 6.0 3.0 7.8 2.1 1.0 1.3 6.3 3.8

その他の業務 10.4 7.1 10.4 11.9 14.7 7.8 11.5 10.4 12.0 12.5 11.0

移動 9.8 9.0 13.5 13.3 1.8 9.5 15.3 13.9 16.0 16.6 14.1

262.6 252.3 345.8 309.5 123.6 161.8 327.5 280.8 351.6 350.1 312.0

普及啓発・広報活動　　 4.2 3.1 1.1 11.3 5.3 8.3 3.4 6.6 1.3 2.8 6.3

関係機関等との連携・会議等 7.5 14.9 3.5 7.9 2.5 14.9 11.9 23.2 7.3 7.0 4.4

2.4 0.5 0.6 9.2 0.0 14.6 1.8 2.5 0.9 3.1 3.4

10.0 15.0 10.6 7.5 4.8 6.5 10.6 13.7 9.2 9.4 9.8

事業の運営・管理業務 21.9 42.4 13.1 7.8 24.8 6.0 24.4 36.0 19.0 18.5 24.6

事務作業 86.9 70.2 50.4 68.9 195.8 58.7 57.8 81.6 48.6 41.8 51.5

移動 3.4 4.2 1.7 3.0 4.9 6.0 6.0 11.4 3.5 3.6 5.9

136.3 150.4 81.0 115.6 238.1 115.1 116.1 175.1 89.8 86.0 105.8

398.9 402.7 426.8 425.1 361.7 276.9 443.7 455.8 441.5 436.2 417.8

生活困窮者自立支援制度の任意事業 8.3 14.9 3.0 1.2 3.5 43.1 4.8 5.2 3.5 7.2 8.5

0.4 0.3 0.5 0.0 0.4 0.0 2.3 0.1 2.4 3.0 12.1

生活困窮者支援事業以外の業務 45.6 61.8 18.3 6.3 78.9 117.0 19.3 28.6 14.8 14.6 19.9

自立相談支援事業以外の 研修・勉強会等 3.1 3.3 2.8 3.6 1.5 7.6 4.0 7.7 2.8 0.7 3.8

移動 1.4 1.1 1.5 0.4 0.7 6.2 2.5 2.2 2.2 2.7 6.1

58.7 81.5 26.1 11.6 85.0 173.8 33.0 43.8 25.6 28.1 50.5

移動 2.0 2.1 0.7 2.4 1.5 10.6 2.0 2.4 1.9 2.2 0.1

食事・休憩・休暇 53.7 51.8 54.5 52.3 53.6 60.9 55.0 53.9 55.0 57.0 55.6

その他 8.9 18.8 5.5 2.0 6.8 8.8 5.5 7.2 4.5 5.4 4.7

64.6 72.7 60.7 56.7 61.8 80.3 62.4 63.5 61.4 64.6 60.4

3.4 2.4 4.0 6.5 2.2 2.3 3.8 2.0 4.2 5.1 7.0

525.7 559.3 517.6 499.9 510.7 533.4 542.9 565.2 532.7 534.0 535.7

職種別 職種別

（件数）

１．
自立
相談
支援
事業
に関す
る業務

１-１
相談者に
関わる業
務

計

１-２
相談者に
直接関
わらない
業務

就労・社会参加・住まいの場の 確保に関わる活動

自立相談支援事業に関する 研修・勉強会等

計

不明

合計

１の小計

２．自立相談支
援事業以外の他
事業等との兼務
業務

被保護者就労準備支援事業/ 被保護者家計改善支援事業

計

３．その他

計

【自立相談支援機関における相談や申込等を行う際の支援を行う補助者の配置】

• 令和２年後半に、窓口に補助職員を配置。相談支援員が相談業務に専念できた。

• 住居確保給付金や社協貸付に伴う事務作業が激増したが、その対応にあたる職員が加配されたことで自立相

談支援事業全体の機能を維持できた。

• 新型コロナウイルス感染症の影響により、特例貸付（緊急小口資金、総合支援資金）等の相談が急増し、既

存の相談員だけでは対応が厳しくなったため、事務職員を増員したことにより負担軽減することができた。

• 窓口での相談受付から申請手続までの処理を担当外であった係員にも対応してもらい、主担当は個別ケース

ごとの対応指示と書類審査、財務処理に特化するなど、コロナ特例による来所者増に応じた体制を構築。結

果として係内全体において生活困窮者自立支援業務の知識・理解が浸透し、担当外係員からの意見をもとに

業務の効率化が図られるなど、コロナ禍収束後にも活かせる業務環境の整備につながった。

【住居確保給付金の申請処理のための事務職員の雇用】

• 緊急雇用の職員を住居確保給付金の事務担当として配置し、相談支援員が相談業務に専念できるようになっ

た。

• 事務を補助する職員（パートタイムの会計年度任用職員）を配置したことで、相談支援員が事務に時間を割

かなければならない状況を緩和できた。

• 住居確保給付金臨時窓口として、従来の生活困窮者自立支援窓口とは別に窓口を設けた。住居確保給付金の

給付のみを希望する方が非常に多く、窓口を分けることで、手続き希望者と相談希望者のスクリーニングを

図ることができた。

• 事務処理の効率化・相談員の負担減。就労準備支援事業利用者の就労先となった。

令和３年度社会福祉推進事業アンケート調査『生活困窮者の自立支援に関する機能強化や業務負担軽
減等で現在「取り組んでいる・取り組んだ」取組』のうち、最も効果があった取組の具体的な取組内
容・効果 -自由記入結果より

※総従事時間は「事務職員あり」事業所の方が、「事務職員なし」よりも17.2分短い。
※総従事時間は短縮しているが、相談支援員の「１．自立相談支援事業に関する業務」時間のうち、
対個人支援に割いた時間割合は事務職員あり・なしでほぼ同じ。

※令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」

（一般社団法人 北海道総合研究調査会）

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅳ
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自立相談支援機関では「断らない相談支援」を掲げる一方、アン

ケート調査では、庁内関係部署や関係機関の理解が十分でない場合に、

対応に困る相談について「とりあえず」つながれるケースが多くなり、

新規相談件数の増加に伴う業務負担が課題としてあげられています。

庁内関係部署や関係機関等に対し、生活困窮者自立支援制度の理念や

自立相談支援事業の役割等について研修を実施してほしい等の意見も

あります。

庁内関係部署においては、定期的な会議・連絡会・研修などを活用

することが比較的取り組みやすく、法改正に伴う「利用勧奨」の取組

としても多くの自治体が実践しています。また、「支援会議」を設置

することにより情報の共有化や役割分担が進んでいます。

【図表】自立相談支援事業等の「利用勧奨」の努力義務の創設に係る対応状況（複数回答、N＝507）

【図表】支援会議の設置「あり」「検討中」の自治体における開催による効果

（複数回答）

基礎自治体 都道府県

法改正前 法改正後 法改正前 法改正後

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

213 42.0% 228 45.0% 16 43.2% 17 45.9%

225 44.4% 252 49.7% 25 67.6% 30 81.1%

62 12.2% 83 16.4% 1 2.7% 2 5.4%

24 4.7% 29 5.7% 2 5.4% 4 10.8%

119 23.5% 113 22.3% 6 16.2% 3 8.1%

507 507 37 37

【基礎自治体】　　

（H30.10.1以前） （H30.10.1以降） （H30.10.1以前）

全体

1.関係部局に対し制度（法改正）の趣旨や
概要等を個別に説明・紹介依頼

2.関係部局に対し、定期的な会議・連絡会・研修などにおいて、
制度（法改正）の趣旨や概要等を紹介・情報提供

3.対応マニュアルや手引き、円滑なつなぎを
実現するためのシート等の作成・配布

4.その他

5.特に実施していない

（H30.10.1以降）

１．関係部局に対し制度（法改正）の趣旨や概要等を個別に説明・
紹介依頼

２．関係部局に対し、定期的な会議・連絡会・研修などにおいて、
制度（法改正）の趣旨や概要等を紹介・情報提供

３．対応マニュアルや手引き、円滑なつなぎを実現するためのシー
ト等の作成・配布

４．その他

５．特に実施していない

【都道府県】

42.0%

44.4%

12.2%

4.7%

23.5%

45.0%

49.7%

16.4%

5.7%

22.3%

0.0% 50.0% 100.0%

法改正前 法改正後

43.2%

67.6%

2.7%

5.4%

16.2%

45.9%

81.1%

5.4%

10.8%

8.1%

0.0% 50.0% 100.0%

法改正前 法改正後

（複数回答）

　【基礎自治体】　　 【都道府県】

件数 ％ 件数 ％

97 47.5% 8 57.1%

102 50.0% 6 42.9%

32 15.7% 4 28.6%

155 76.0% 11 78.6%

118 57.8% 8 57.1%

86 42.2% 9 64.3%

14 6.9% 0 0.0%

17 8.3% 4 28.6%

12 5.9% 1 7.1%

9 4.4% 1 7.1%

全体 204 14

７．雇用・産業分野との関わり
が深まった

８．メンタルヘルス等の保健医療
分野との関わりが深まった

９．住民の地域福祉に関わる
ことへの意欲が向上した

10．その他

１．支援につながっていない生活困窮
者（世帯）等を早期に把握することがで
きた

２．生活困窮者（世帯）等に対して、迅
速に支援を開始することができた

３．改正法が示す基本理念や定義の
明確化について理解が深まった

４．各関係機関等が連携を取り合うこ
とで情報の共有化が図られた

５．情報の共有化を通じて、それぞれ
の関係機関等の間での役割分担がし
やすくなった

６．関係機関等が関わり、見守りや継
続的支援の体制が構築できた

１．支援につながっていない
生活困窮者（世帯）等を早期に

把握することができた

２．生活困窮者（世帯）等に対して、
迅速に支援を開始することができた

３．改正法が示す基本理念や定義
の明確化について理解が深まった

４．各関係機関等が連携を取り合う
ことで情報の共有化が図られた

５．情報の共有化を通じて、それぞれ
の関係機関等の間での役割

分担がしやすくなった

６．関係機関等が関わり、見守りや
継続的支援の体制が構築できた

都道府県基礎自治体

７．雇用・産業分野との関わりが深まっ
た

８．メンタルヘルス等の保健医療分野
との関わりが深まった

９．住民の地域福祉に関わることへの
意欲が向上した

10．その他

47.5%

50.0%

15.7%

76.0%

57.8%

42.2%

6.9%

8.3%

5.9%

4.4%

0.0% 50.0% 100.0%

57.1%

42.9%

28.6%

78.6%

57.1%

64.3%

0.0%

28.6%

7.1%

7.1%

0.0% 50.0% 100.0%

【参考】本調査研究事業で実施したアンケート調査の自由記入回答より抜粋

• 行政窓口や関係機関からの紹介が多いのですが、丸投げ的に直接電話番号を案内され

たりパンフレットを渡されるケースがあり、相談者は繰り返し同じ話をすることにな

ります。一時対応した部署からの事前情報（つなぎ）があれば助かるし、相互のコ

ミュニケーション、連携関係も生まれてくると思います。

• 生活困窮者の相談窓口であるが、高齢者、障がい者を含むケースも多く、本来、地域

包括支援センターや基幹相談支援センターなど各分野の総合相談機関がサポートすべ

きケースも多く含んでいる実態である。各分野別の総合相談機関と本事業との相談経

路のフローチャートがあれば、誰もがイメージしやすいのでは。

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・

分析等に関する調査研究事業報告書」（一般社団法人 北海道総合研究調査会）

2-1．庁内関係部署での研修の実施など、制度理解の促進

３．対応方向性（例）－「２．相談支援に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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2-3．個別支援と併せて地域づくりに取り組むための人員配置における考慮

１人あたり主担当ケース数が多い背景として、新規相談受付件数が多いことのほか、終結

していないケースを抱えすぎている場合もあります。新規相談を受け付け、自立相談支援機

関以外で対応することが適切と判断された場合のつなぎ先とともに、支援後の「出口」を

もっていることが大事となります。タイムスタディ調査結果からは、現状では、地域づくり

にかける時間がごくわずかとなっており、主任相談支援員のみが担当しているなど、マンパ

ワー不足が課題として多くあげられています。地域の社会資源の開拓・創出は、自立相談支

援機関だけで担うことは難しいため、福祉事務所設置自治体が積極的に関与していくことが

重要と考えられます。また、比較的長期の見通しにより取り組むことが必要となるため、自

立相談支援機関の体制見直しと並行して、専従職員の配置など所管部局側の体制も見直して

いくことが望ましいといえます。

職員に対するアンケート調査では、以下のような意見が

みられます。1人あたり主担当ケース数が多すぎる場合、

業務時間にも余裕がなく、相談人同士で話し合う時間や個

別支援として大切な訪問活動、同行支援などに手が回らな

くなる実態もみられます。自治体としては、自立相談支援

機関へのヒアリング等により現場の実態・意見をよく把握

し、困難事例など必要なケースについては１ケース２人対

応をとれるなど、相談件数とのバランスを考慮した業務体

制を検討することが長期的な視点で支援の質の向上につな

がる場合もあります。

2-2．業務体制の見直し・改善

３．対応方向性（例）－「２．相談支援に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅳ

本調査研究事業で実施したアンケート調査の自由記入回答より抜粋

⚫相談員全体で話し合う時間がとれず支援の方向性を十分確認することができない。

⚫人員に余裕があれば、１ケース２人対応で相談にあたり、相談員それぞれがフォローできれ

ば良いと感じる。実際に困難なケースは２人で対応している。

⚫コロナ禍で生活に困窮されている方が激増していることと、制度の狭間の課題（障害の疑い

があるため福祉サービス利用に向けて受診が必要な方への受診同行やセルフネグレクトやひ

きこもりの方などへのアプローチ、各種手続きをするための伴走支援、食糧支援など）は、

他機関につなぎ先がなく、他機関につなげる状態になるまで自立相談支援機関が実施してい

るため、マンパワー不足を感じています。

⚫個別支援において、支援員の不足から、頻回な訪問や同行支援などが難しい体制。なかなか

一人で手続きを遂行することが難しい利用者が多いため、もう少し全体的に手厚い支援がで

きればよいと思われる。また、地域ネットワーク構築支援等、地域での事業は、基本的に主

任支援員が担っており、ほかの支援員が参加できていない。支援員は個別支援に注力するの

が精一杯の状況で、主任支援員の負担も大きい。個別支援に加えて、地域との連携事業も積

極的に参加できる時間があれば、支援の幅が大きく広がるように思われる。

⚫自立相談支援機関の業務は「困窮者相談・支援対応」「困窮者支援を通じた地域づくり」の

2本柱ですが、業務の優先順位としては、「困窮者相談・支援対応」となります。目の前の

相談に対してどう寄り添っていくかは、自立にむけ必要な対応だと思います。そのため、

「困窮者支援を通じた地域づくり」はどうしても優先順位として低くなってしまいます。安

定した「困窮者支援を通じた地域づくり」を地域住民とともに行うために、人的な配置が求

められています。主任相談支援員一人の配置で、相談支援、相談支援員のスーパーバイズ、

地域づくりを行うことは難しい状況です。（特に新型コロナウイルス感染症に関係する生活

困窮の相談増で、自立相談支援機関の体制の脆弱性が明らかになりました）

⚫世帯支援や制度の狭間を作らない孤立防止の支援は他制度にない画期的な部分だが、結果、

制度の狭間のケースで生活困窮者自立支援事業の役割や期待が大きくなり、地域での社会資

源の開拓もままならないと支援員一人あたりの負担が大きくなると感じている。福祉の他制

度全体で、同様ケースを支援する方法や、地域に頼りすぎない社会資源等の創設を具体的に

制度化してほしい。

⚫転宅や就労等について、既存の支援だけでは支援が進まない場面が増えている。外部機関と

の連携の推進も重要であるが、より実際的・効果的な支援手段が開発されればと考える。
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3-2．業務量の調整と労務管理

コロナ禍では、相談件数の急増に伴い、深刻な相談に日々対応する

現場においてメンタル面での不安や、モチベーションの維持に困難を

きかすような意見も多くあげられていました。また、主任相談支援員

がさまざまな業務を抱えすぎている場合もあります。

３職種それぞれがいかに自分なりの持ち分を発揮し、ストレス等に

負けず、それなりの水準で仕事ができるかという点で、担当者が1人

で支援の重荷を背負いこむことのないよう、業務の進行管理や全体で

のケースの共有・困難事例への対応・助け合い、職場内研修の実施な

どを意識的に設けることも大切です。また、業務多忙などの理由によ

り研修へ参加できていない職員がいる場合には、業務量の調整を行い、

参加しやすい環境を整備するといった配慮も考えられます。

職員ごとに「１人あたり主担当ケース数」の比較を行った上で、極端に職員間で

業務量・時間が偏っていないかチェックすることも１つです。実施機関において、

支え合い・助け合い・ねぎらいの意識を醸成しておくことや、管理者が業務を振り

分ける際に、組織的に業務調整に取り組む体制を構築し、「できる職員」や「言い

やすい職員」に業務の振り分けが偏り、その職員が疲弊してしまうといったことが

ないように配慮が必要です。

また、本タイムスタディ調査結果からは、「１人あたり主担当ケース数」の多さ

が上位25％以上の事業所の職員では、超過勤務する割合がかなり高くなるほか、休

みたいときに休みをとることが「あまりできていない」・「できていない」と回答

する割合が高くなっています。

自立相談支援機関において、定期的に労務管理上の配慮に努めることも大切です。

区分
所定時間内で
勤務している

人数

所定時間よりも
超過勤務して

いる人数
合計

17 69 86

19.8% 80.2% 100.0%

27 33 60

45.0% 55.0% 100.0%

76 175 251

30.3% 69.7% 100.0%

120 277 397

30.2% 69.8% 100.0%

上位・下位どちらでもな
い事業所の職員

合計

上位25%以上の事業所
の職員

下位25％以上の事業所
の職員

①従事すべき時間が１日８時間（週40時間）となっている職員のみを抽出（397人）

②うち、「常勤一人あたり主担当ケース数」が、人口10万人以上・人口10万人未満のそれぞれの２区分において

○上位25％に属する事業所に勤務する職員（86人）

○下位25%に属する事業所に勤務する職員（60人）

の勤務時間を比較。

③タイムスタディ調査期間５日間で休憩を除いた勤務時間が、一日平均8時間（480分）以上勤務する人の割合を算出

【図表】「常勤1人あたり主担当ケース数」上位・下位25％の
所定時間を超過している職員の割合

3-1．自己研鑽しやすい環境づくり

４．対応方向性（例）－「３．運営管理に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト
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3-4．人員配置や圏域設定（設置ヵ所数等）の見直し

相談件数が増えると、広域エリアでは慢性的な人員不足、時

間不足がネックとなる場合があるため、現場の声を自治体と共

有し、加配について検討するほか、圏域設定の見直しを行い、

自立相談支援機関の増設等も考慮することが考えられます。

【参考】LINEを活用した相談支援 ※令和2年度調査報告書アンケート調査自由記入より

• 電話等他の連絡手段よりも連絡がつきやすい。

• 電話でのやり取りでは話が伝わりにくいこともあるため、外国の方に限りLINEでひらがなでやり取り
をしている。

• コミュニケーションが苦手な者であっても、自分の言いたいことを伝えることができる。

• 若い人は電話よりラインの方が連絡がつきやすい。

• ZOOMよりもLINEの方が使用している相談者が多く、ビデオ通話での相談が可能。コロナへの感染の
心配がなく顔を見て話すことができる。また、自宅などの状況を確認できる場合もある。

• LINE（LINEWORKS）を活用した相談支援の開始により、新規受付窓口の拡大と併せて既支援利用者
との非接触相談、提出書類資料等の収受など利便性が向上した。

• 職員の公用携帯をスマートフォンにすることで、LINEに対応するほか多言語での相談もできるように
なった。

• LINEは通話回線が停止していてもWi－Fi環境があれば連絡がとれるので、非常に助かっている。

• 自立相談支援機関委託先（社会福祉協議会）において、LINEによる相談受付を開始し、新規相談受付
など効果があった。

【図表】ICTの活用状況と活用した場合の効果

※本調査研究事業により実施したアンケート調査を回収した566事業所の集計結果

広域をカバーする場合などは支援のための移動に時間がかかるため、１件あたり

の時間コストが制約となる傾向がみられます。

アンケート調査では、ICTの活用状況は地域によってまだ少ないものの、移動の手間

を削減することでの業務の効率化や、特に関係者間の会議でのオンライン化などは

一定程度進み、効果もみられています。個別支援においては、相談者・自立相談支

援機関の機器が揃わないことでためらうところも多いため、導入のための環境整備

や予算確保の働きかけをしていくこともひとつです。

※令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する 調査研究事業報告書」

（一般社団法人 北海道総合研究調査会）

2.各種会議の
オンライン開催

3.情報共有
システムの活用

4.職員の勤怠管理

5.その他

1.個別の相談支援
でのツールの活用

50.5%

78.9%

75.8%

63.8%

15.0%

40.7%

13.4%

17.6%

26.2%

5.0%

7.7%

7.3%

4.6%

8.5%

80.0%

1.0%

0.4%

2.0%

1.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．効率化が図られた

2．あまり変わらない

3．新たな作業が発生するなど効率化は図られていない

無回答

1.個別の相談支援でのツールの活用

2.各種会議のオンライン開催

3.情報共有システムの活用

4.職員の勤怠管理

5.その他

6.ＩＣＴの活用はしていない

34.3%

41.0%

27.0%

23.0%

3.5%

30.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

3-3．ICTの活用・導入等に向けた検討・予算確保

４．対応方向性（例）－「３．運営管理に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅳ
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3-6．実績データ等に基づく
人員配置の 見直し・改善

業務の効率化にあたっては、個々の支援員の相

談援助技術の向上を図りつつ、配置されて日が浅

いなど、これからスキルを磨いていく立場の職員

も、実践的なマニュアル等を整備することにより、

支援の質のベース化を図ることができる場合もあ

ります。

【図表】倉敷市提供資料：「業務マニュアル」「関係機関リスト」「相談者の初回相談に使う支援メニュー表」 ※いずれも一部のみ掲載

既存のアンケート調査から、自立相談支援事業

における人員配置の状況を評価するために取り組

みとしては、「特になし」が約半数を占め、実施

している自治体の取り組みとしては「自立相談支

援機関へのヒアリング調査」が最も多く、次いで

「支援実績等のデータを独自に分析」等となって

います。こうした取り組みは、毎年度事業実施に

あたって必要な予算の確保等にあたって重要な基

礎データとなることが考えられ、人員配置の見直

しや事業運営の改善等につながります。

例えば、支援調整会議等の場の活用や、毎年定

期的に自立相談支援機関と行政が自己点検を行う

ことなども有効です。

3-5．業務分担の明確化・マニュアル化

４．対応方向性（例）－「３．運営管理に関すること」

1人あたりの主担当ケース数が多いのでは？と思った時の
振り返りチェックリスト

Ⅳ

倉敷市生活自立相談支援センターの支援メニュー 

 

 

お仕事の支援               家計のやりくりの支援 

・ハローワークでの担当制のお仕事さがし           ・家計のやりくりを一緒に考えていきます    

（生活保護受給者等就労自立促進事業）         ・お金の使い方、節約の方法など、債務相談 

                                     、借金返済などのご助言をします 

・生活自立相談支援センターで求人さがし            ・一緒に家計簿を付けていきます 

（無料職業紹介窓口）                         ・理想の家計のやりくりをお伝えします 

                                        ・今から必要になるお金を一緒に考え、 

・働く事に自信がもてない                        試算していきます 

                                        ・税金の分納、保険料免除や医療費負担の軽減 

・仕事をさがす前に支援をうけたい                  等ご助言します 

（就労訓練事業）                            ・奨学金の情報提供などします 

（就労準備支援事業）                         ・障害年金の申請など一緒にします 

  

 

 

お住まいの支援                     生活の支援 

 

・不動産屋さんと一緒に物件を探します              ・食料の支援をします（条件有り）  

・お引越し完了までサポートします                  ・お子様のいらっしゃる方へ食料支援をします 

・保証人なしの物件を探します                     （デリシャスフードキッズクラブ条件あり） 

・敷金礼金初期費用が低い物件探します            ・お子さんの学習の支援があります 

・家賃を補助する制度があります                    （学習教室くらすぽ・・・条件あり） 

（住居確保給付金制度・・・条件あり）                ・ひとり親世帯の生活サポートの支援情報等提供  

いたします 

 

 

＊必要な行政機関や民間機関に相談員が丁寧にお繋ぎします 

＊必要に応じて各機関へ相談員が同行させて頂きます 

業務マニュアル 

年 月 第 2版 

毎日行う業務 その都度行う業務 

○電話受付…電話を受けるのは基本、相談員で順番に回す（業務の偏り防止の為） 

 ●各担当者へ折り返し希望の場合…メモで知らせる等漏れを防ぐ。 

 ●各担当者へ伝言を受けた場合…支援経過記録へ記入し担当者へ伝達。 

○メール受付…毎日メールは確認。メールで相談が入った場合、メールまたは電話で返答し、面談の日程調整も含め迅速 

に対応。相談員で順番に返答する為、当番は誰か付箋を回す。 

基本当番が返答するが、同行や訪問ですぐに返答が難しい場合、事務所に残っている相談員が対応。 

対応後すぐに、新規入力を行い、返答済みであることを他相談員が分かるようにしておく。 

○初回アセスメント（基本 1時間以内） 

 ①面談後、相談受付・申込票入力を上書き。 

 ②面談後、アセスメント情報を入力。 

  ※当初相談経路の記入漏れが多いため、要チェック！ 

 ③①と②を 2部ずつコピーし、1セットはレターボックスへ。 

●プラン策定の場合…もう 1 部は個人ファイルへ保管。インデックスをつけ、個人情報同意書や手書きのア

セスメント等もセットで保管。 

●相談のみで終了の場合…ファイルには閉じず、相談のみの対応者を一括してまとめているため、紐とじで

保管。 

  ※住居確保給付金の説明をした場合、ユーザー01⇒デスクトップ⇒毎日行う業務 

⇒月別任意事業等のつなぎ、説明に入力（毎月実績報告で必要であるため） 

○新規受付…名前、エリア（倉敷・玉島・水島・児島）、どこで情報を得たか、相談内容を簡潔に聞く。 

 車で来所時、市営駅前駐車場の案内と相談時間内のサービス券を説明。 

 ※相談時間内とは・・・相談に入った時間を記録し、終了までの時間の無料券を発行。相談時間は基本 1 時間。     

延長となった場合、2時間までしか発行できない。 

●面談の日程調整（センターor市役所 or各関係機関 or訪問）。 

※市役所で行う場合、各支所に相談室予約の連絡を入れる。 

・倉敷本庁 福祉援護課  

・水島支所 福祉事務所  

・玉島支所 福祉事務所 （対応したケースワーカーの名前を控える。面談日、ＣＷの名前を伝える） 

・児島支所 福祉事務所  

・真備支所 保健福祉課  

 ●他職員に依頼の時…出先時メールで知らせたり、口頭で依頼。   

○再アセスメント 

 ①1回の面談では内容が聞き取れなかった場合、初回アセスメントに肉付けしていく。 

 ②アセスメントシートの最終更新日を更新した日に更新。 

  ※住居確保給付金の説明をした場合、ユーザー01⇒デスクトップ⇒毎日行う業務 

⇒月別任意事業等のつなぎ、説明に入力。毎月実績報告で必要であるため。 

○終結した方の再アセスメント 

 ①新規で登録するため、相談受付・申込票から作成。 

 ②初回アセスメントと同様の手順で入力。 

  ※住居確保給付金の説明をした場合、ユーザー01⇒デスクトップ⇒毎日行う業務 

⇒月別任意事業等のつなぎ、説明に入力。毎月実績報告で必要であるため。 

○新規入力 

①新規登録に入力。相談したいことを記入する欄は、まず、どこで情報を得たかを記入。その後、概要を記入。相談員

コメントには面談の日程、対応者記入。 

②2枚コピーし、1枚はレターボックス、もう 1枚は新規のファイルへ。インデックスに日付と名前記入。 

③ユーザー01⇒デスクトップ⇒毎日行う業務⇒相談件数集計表に名前、対応日を入力。 

④ユーザー01⇒デスクトップ⇒毎日行う業務⇒相談実施状況に入力。②を入力したら、左端を黄色にする。 

※漏れが多いので、新規入力したら併せて入力するクセをつけましょう！ 

 

○新規プラン策定 

 ①解決したい課題を入力。 

 ②①に関しての長期目標を策定し、終結となる本プランにおける達成目標を落としていく。 

 ③目標に対して、実施することを記入。 

  ●法に基づくメニューのチェックは、プラン内の法に基づくメニューの 1～6に該当の場合、クリック。 

  ※自立促進のみは、法に基づくメニューのチェックはしない。 

  ※課題＝長期目標＝達成目標＝プランは全て繋がりがあること。 

  ※相談者が自立に向けて行っていくことが分かるように記入。 

  ※プランの実施することの入力は、実施する順番で記入する。 

  ※関係機関は正式名称で記入。 

 ④同意、申込署名欄空欄、支援決定・確認は空欄に、支援調整会議はセンター長より同月の会議日の発信があ

るので、その日を入力。 

 ⑤一時保存にして、帳票出力にてエクセルでコピー。 

※2枚目の本人同意欄の「殿」は「倉敷市長」と入力。 

⑥センター長にプラン内容を確認してもらう。 

仕
事 

仕事が決まらない。 

長続きしない。 

長 い 間 働 い て い な

い。 

自分にあった仕事が

見つからない。 

ハローワーク 各所在 生活保護等就労自立促進事業 〇〇〇－△△△－□□□□ 

若者ハローワーク 倉敷わかものハローワーク 

 

〇〇〇－△△△－□□□□

45 歳未満 

おかやま若者就職支援セ

ンター 

倉敷相談室 〇〇〇－△△△－□□□□ 

若者サポートステーション 倉敷サテライト 

サポステおかやま 

パンフレット PDF 

〇〇〇－△△△－□□□□

39 歳まで 

予約必須 

倉敷健康福祉プラザ 障がい者就業・生活支援センター 〇〇〇－△△△－□□□□ 

障がい福祉課 障害福祉サービス 訓練等給付 

サービス内容 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

岡山障害者職業センタ

ー 

職場の能力判断 〇〇〇－△△△－□□□□ 

病気で働けなくなっ

た。 

ハローワーク 傷病手当・失業手当 倉敷中央 2 階 

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

失業中で当面の生活

が苦しい。 

ハローワーク 傷病手当・失業手当 倉敷中央 2 階 

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

社会福祉協議会 総合福祉資金 岡山社協 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

自立相談センター 住宅確保給付金・フードバンク  

就業時間が短くなり

生 活 が 維 持 で き な

い。 

住居を無くしそう。 

ハローワーク 生活保護等就労自立促進事業 〇〇〇－△△△－□□□□ 

若者ハローワーク 倉敷わかものハローワーク 〇〇〇－△△△－□□□□

45 歳未満 

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

社会福祉協議会 総合福祉資金 岡山社協 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

自立相談センター 

 

住宅確保給付金 

緊急一時支援 

 

資格をとりたい、お金

が心配。 

ハローワーク  職業訓練受講給付金 〇〇〇－△△△－□□□□ 

社会福祉協議会 福祉資金 岡山社協 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

小さな子供がいて、

就職活動が思うよう

にできない。 

子育て支援課  〇〇〇－△△△－□□□□ 

ハローワーク 生活保護等就労自立促進事業 〇〇〇－△△△－□□□□ 

マザーズコーナー 倉敷中央 3 階 

保健福祉局子ども未来部 

保育・幼稚園課 

保育・幼稚園課保育コンシェルジュ 〇〇〇－△△△－□□□□ 

 

職
場
ト
ラ
ブ
ル 

職場でのパワハラ、

いじめ、労働条件に

悩んでいる。 

倉敷労働基準監督署内 倉敷総合労働相談コーナー 

相談・助言 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

岡山弁護士会 弁護士相談・夜間、土日も OK 〇〇〇－△△△－□□□□ 

職場でセクハラを受

けている。 

倉敷労働基準監督署内 倉敷総合労働相談コーナー 〇〇〇－△△△－□□□□ 

岡山弁護士会 弁護士相談・夜間、土日も OK 〇〇〇－△△△－□□□□ 

男女共同参画推進セン

ター 

ウィズアップくらしき 要予約 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

電話相談 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

ウィズセンター 

男性の相談員 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

岡山県女性相談所  〇〇〇－△△△－□□□□ 

生
活
・ 

支
払
い
困
難 

破綻してしまいそう。

借金が多い。 

消費生活センター 平日 10 時～12 時、13 時～16 時 要予約 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

法テラス 法テラス岡山 〇〇〇－△△△－□□□□ 

収入が不安定で生活

費困る。 

センター 就労支援  

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

社会福祉協議会 総合福祉資金 

緊急小口 

岡山社協 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

保険料、公共料金等

が支払えず、請求書

が溜まっている。 

センター 就労支援  

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

各市民課   

年金だけでは、 

生活が苦しい状況 

センター 就労支援  

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

家賃が払えない。 

センター 就労支援・住宅確保給付金  

消費生活センター 平日 10 時～12 時、13 時～16 時 要予約 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

法テラス 法テラス岡山 〇〇〇－△△△－□□□□ 

お金も食べ物も底を

ついた。 

センター フードバンク  

浪費癖がある。 

センター 家計支援  

社会福祉協議会 日常生活自立支援事業 

金銭管理 

倉敷社協 

〇〇〇－△△△－□□□□ 

お金がなくて病院に

行けない。 

生活福祉課 生活保護 〇〇〇－△△△－□□□□ 

国民健康保健課  〇〇〇－△△△－□□□□   
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自立相談支援事業の手引きや研修資料等を踏まえ、自立支援

相談事業の支援員（主任相談支援員・相談支援員・就労支援

員）に共通して求められる役割と各支援員に求められる役割を、

①対個人、②対地域、③対組織づくりにわけて下表のように整

理しました（詳細は、報告書ｐ35～37参照）。

Ⅴ 円滑な体制づくりに向けた支援員の役割分担のヒント

25

なお、生活困窮者自立支援法自立相談支援事業従事者養成研修テキスト（第2版）（ｐ

52）などにおいても、各支援員の役割についてそれぞれの役割を示しつつ、それぞれが

適切に役割分担をしながら、全体として支援効果を高めることが必要であり、そのために

は、それぞれの役割に縛られすぎるのではなく、柔軟に対応することも重要である旨が記

載されています。支援体制の振り返りのヒントとして参考にしてみてください。

○把握・アウトリーチ

○包括的相談／振り分け

【主任相談支援員】 【就労支援員】

◎相談支援内容及び進捗の確認、助言、指導 ◎キャリア・コンサルティング

◎支援困難事例への対応 ◎履歴書の作成指導、面接対策　など

【主任相談支援員】 【就労支援員】

◎関係機関・者とのネットワークの構築 ◎地元企業の人材ニーズの発掘

◎地域住民への普及・啓発活動　　など ◎生活困窮者の受入れに関する企業側の理解の促進　など

【主任相談支援員】 【就労支援員】

◎働く場、参加する場の開拓 ◎個別求人開拓

◎社会資源の開拓・連携・開発　など ◎多様な働き方の場の開拓と、社会参加のための場づくり　など

○関係機関との関係づくり

・早期把握やチームによる支援等につながるための関係づくり

○社会資源開拓

・社会資源の把握、社会資源等に関する情報の活用と連携、不足する資源の開発

①対個人

・訪問支援（アウトリーチ）を含め、断らない相談支援の姿勢で広く対象者を受け止める

・相談者が抱える課題を的確に把握し、自立相談支援機関による支援か、他制度の相談窓口等につなげるかを判断

・相談支援員と本人との協働で、本人等の状況や環境についての理解を深め、プラン（案）を作成する

【就労支援員】

◎現状の把握、自己理解への支援、職業理解への支援を実施　　　◎相談支援員と連携してプラン作成

◎業務全体のリスクマネジメント　　　◎チームアプローチの統括　など

○支援の提供

○モニタリング

○アセスメント

○プラン（案）策定、再プラン策定

○人材育成

○職場づくり

③組織づくり

・各支援員の計画的な研修の実施、スーパービジョン

【主任相談支援員】

◎研修の企画　　　◎現場での実践を研修を通した人材育成　　など

・理念の共有や職員同士の相互理解、相談者のニーズに応じて、他の支援員同士で情報共有や意見交換ができる環境づくり

【主任相談支援員】

・個人をチームや地域で支える支援を実施。定期的にサービスの提供状況を確認し、目標達成に向かっているかなどを把握する

②対地域
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